
中期経営計画「改革」 

株式会社 肥後銀行 

２０２１年３月２４日 



１．地域金融機関から地域価値共創グループへ 

お客様とともに 
顧客価値の創造 

地域社会とともに 
社会価値の創造 

社員とともに 
社員価値の創造 

私達の存在意義 

お客様の信頼と期待に応え、 

最適かつ最良の総合金融サービスを 

提供する 

地域とともに成長し、 

活力あふれる地域社会の実現に 

積極的に貢献する 

豊かな創造性と自由闊達な 

組織風土を育み、より良い未来へ 

向かって挑戦し続ける 

私達は、お客様や地域の皆様とともに、お客様の資産や事業、地域の産業や自然・文化を 
育て、守り、引き継ぐことで、地域の未来を創造していく為に存在しています 

１０年 
ビジョン 

お客様、地域、社員とともに、より良い未来を創造する 
『地域価値共創グループ』への進化 

社会の持続的発展への貢献（ＳＤＧｓ） 

経営理念 
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企業価値の向上 

共通価値の創造 

株主価値の創造 



２．第３次グループ中期経営計画の位置付け 

成長軸 

2018/4 2021/4 2024/4 

融合 

協働 

➡グループシナジー 

『共創』 

単体の質 

「改革」 
融合 協働 

『
地
域
価
値
共
創
グ
ル
ー
プ
』
へ
の
進
化 

「地域価値共創」へ向けた新たなステップ 

2031/4 時間軸 
統合 

2015/10 

【第１次Ｇ中計】 
お客様への最適 
かつ最良のサービス
提供に向けた経営
基盤構築 

【第２次Ｇ中計】 
お客様にとって最適かつ
最良のサービス提供に
向けたグループシナジー
の最大化 

【第３次Ｇ中計】 
ビジョン実現に向けた 
ステップ感として 
「変えるべきを変える」 
ことにフォーカス 

共創 
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３．第３次グループ中期経営計画骨格 

基本方針 

名 称 

期 間 ３年間（2021年４月～2024年３月） 

基本戦略 
・ 

戦略の柱 

地域価値共創グループの実現に向けた改革 

【事業戦略】 
 地域総合金融機能の深化 

【事業戦略】 
 地域産業振興機能の拡充 

【人材戦略】 
 人づくりとエンゲージメント向上 

【ガバナンス戦略】 
 ＫＦＧビジネスモデルの確立 

【デジタル戦略】 
 デジタル社会に向けたＤＸ推進 

ビジョン 
お客様・地域・社員とともに、より良い未来を創造する 

『地域価値共創グループ』への進化 

 新常態における金融コンサルティング力の強化 

 金融機能の高度化による地域産業成長支援 

 地域との協働による課題解決実践 

 地域商社機能の強化・創造 

 価値共創を実現する人づくり 

 多様性の尊重と働きがいの向上 

 組織構造・収益構造改革 

 ＳＤＧｓ・ＥＳＧの先駆的取組み 

 新たな体験・サービスの提供 

 プロセス改革による生産性向上 

第３次グループ中期経営計画 「改革」 

グループ共通 
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４．現状認識と当行グループの使命・役割 

熊本の社会・経済 

・人口174.2万人（全国23位） 
・GDP6.1兆円（全国25位） 

・農業算出額3,400億円（全国6位） 
・半導体、自動車、食品製造関連産業が集積 
・医学・薬学分野の高度な研究 
・自然・文化・歴史などの観光資源が豊富 
・交通インフラ整備・充実（鉄道、空港、港、道路） 

熊本県のビジョン 

【新しいくまもと創造基本計画】 
 幸福量：2023年 70ポイント（＋1.9） 
【産業成長ビジョン改定】 
 GDP：2030年 6.4兆円（2018年比 5％成長）  
【人口ビジョン】 
 人口：2060年 141万人（推計比＋17万人） 

現状認識 

・新型コロナウイルス感染症拡大 
・大規模自然災害等の影響 
・熊本地震からの復興需要の剥落 
・人口減少・少子高齢化 

外部環境 

内部環境 

【強み】・お客様・地域との稠密性 
     ・信頼・真面目・堅確性 
【課題】・スピード ・デジタルチャネル 

     ・専門人材 

当行グループの使命・役割 

企業理念の実現 

お客様・地域の持続可能性向上 

中期経営計画 

課題を克服し、強みを更に
活かして、「改革」を実現 

 ■地域の回復・再生、成長を支える「要」 
  ‐ 新型コロナウイルス、豪雨災害、人口減少 
     等に直面している社会・経済の課題解決 

への貢献、支援実践 
  ‐ 環境変化への対応を進める企業・産業等 
   の本業支援により、成長機会を追求 

強固な財務体質の構築 

10年後のより良い未来
をともに創造 

期待を超える価値の提供 
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⑤主体的に学習・挑戦・成長する人づくり 
 コンサルティング能力向上、専門人材育成・採用強化 
 働き方改革、健康経営、テレワーク定着 

５．重点施策（当行グループ全体） 

⑦資源配分の最適化・連結収益拡大 
 店舗再編、機能・運営の見直し、戦略・成長分野への人員シフト 

⑧経営品質向上・卓越した地域価値共創組織への進化 
 現場を中心とした徹底的な経営品質向上 
 社会的な課題解決に貢献する企業活動の発展的取組み 

⑨顧客利便性・提供価値向上、顧客接点拡充 
 非対面チャネル拡充、One to Oneマーケティング 
 地域デジタルプラットフォーム 

⑩抜本的なプロセス改革による品質向上 
 機能向上・セルフ取引拡充、ワークスタイルのデジタル化 
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青字:重点施策 

②コンサルティング力発揮による期待を超える価値の提供 
 SDGs・経営品質、事業承継・M＆A、ICT、人事・教育、 

人材紹介、BCP、地方版総合戦略  等 

③銀・証・信ワンストップ営業の深化 
 ライフプランコンサルティング、プラザ増設、コンタクトセンター 

【事業戦略】 
 地域総合金融機能の深化 

 新常態における金融コンサルティング力の強化 

 金融機能の高度化による地域産業成長支援 

【事業戦略】 
 地域産業振興機能の拡充 

 地域との協働による課題解決実践 

 地域商社機能の強化・創造 

①熊本地震、新型コロナウイルス感染症、豪雨災害を乗り越え、お客様・地域とともに成長・発展するビジネスモデルへの進化 
 事業再生支援、復旧・復興支援  中核・主要法人、主要・成長産業への積極的なリスクテイク（RAF）  SDGs・ESG関連投融資 

【ガバナンス戦略】 
 ＫＦＧビジネスモデルの確立 

 組織構造・収益構造改革 

 ＳＤＧｓ・ＥＳＧの先駆的取組み 

【デジタル戦略】 
 デジタル社会に向けたＤＸ推進 

 新たな体験・サービスの提供 

 プロセス改革による生産性向上 

⑥自律的に改革・創造し、進化し続ける組織づくり 
 人事諸制度改定（総合・一般職一本化、ジョブ型コース新設） 
 成果・業績貢献重視の評価基準 

【人材戦略】 
 人づくりとエンゲージメント向上 

 価値共創を実現する人づくり 

 多様性の尊重と働きがいの向上 

基本方針 地域価値共創グループの実現に向けた改革 

④事業領域拡大による提供価値の多様化 
 銀行業高度化等会社の認可取得  
 外部事務受託、データ提供・広告、デジタル地域通貨 等 



６．価値共創の実現に向けた改革 

 対面コンサルティング営業 
  （face to face × digital） 

個人 法人・公共 

お
客
様
・
地
域
・
当
行
グ
ル
ー
プ
の
持
続
可
能
性
向
上 

 営業店・本部一体営業 
重点エリア：再開発地区、福岡地区 
職域：公務員、中核法人・進出企業 

 非対面チャネル/ニーズ起点営業 
     コンタクトセンター、スマートフォンアプリ 
     SNS、電子契約、WEB完結取引 

価
値
共
創
の
実
現 

営業スタイルの転換による稠密化 
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住宅ローン 
職域 

主要産業 
成長産業 

準富裕層 

富裕層 

一般法人 
純預金先 

一般個人 

地公体 

中核法人 
主要法人 

【店舗再編】 

コンサルティング特化店舗 
共同店舗・交流拠点 

【ＤＸ】 

オペレーションレス 
ペーパーレス・キャッシュレス 

【人材】 
安定雇用・採用 

女性・若手積極登用 
健康経営・働き方改革 

× × 

熊
本
地
震
・
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
・
豪
雨
災
害 

セグメント 

専門人材育成、評価制度改定・ジョブ型コース 

人員増強 グループ連携 エリア拡大 

デジタルチャネル（Big Advance、TV相談窓口、LINE） 

ブロック再編 

コンサルティング 
営業部（新設） 

個人総合 
コンサルティングプラザ 

（増設） 

デジタル 
マーケティング部 

（新設） 



７．重点施策① 

【重点施策】熊本地震、新型コロナウイルス感染症、豪雨災害を乗り越え、お客様・地域と 
  ともに成長・発展するビジネスモデルへの進化 

熊本県GDP：2030年 6.4兆円（2018年比 5％成長） KPI 2023年5.6兆円 

熊本地震・ 
豪雨災害から 

の復興 

将来に向けた 
地方創生 

新型コロナ 
ウイルス 

感染症対応 

地域 課題 生活・人材 産業 

グループ全体の課題解決支援力を発揮 

創造的復興 
被災地域の復旧・復興 
（なりわい補助金等） 

産業再生・復興 
本業支援・再生支援 

‐ ビジネスモデル変革支援 

事業継続・雇用維持 

BCP、保険 
事業承継・M＆A 

RAF SDGs・ESG 

人材紹介、副業・兼業紹介 

新産業創出・雇用創出 
ベンチャーファンド 

地域商社 GAP資金 

新たな農業・観光 

生活復旧・家計支援 

利便性・安全性向上 

担い手・経営者育成 

地域賑わい創出 

ローン 資産形成 

非対面取引 キャッシュレス 

見守り ECモール 

農業経営塾 ニューリーダー会 

店舗等利活用 

再開発 
開発ファイナンス・コンサルティング 

PFI リース・リート 

ニューノーマル 
ＤＸ推進（ICT化） 

資産運用 相続（承継） 

新型コロナ対策設備導入 

医療機関支援強化 

熊本型企業誘致 

企業版ふるさと納税 
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事業戦略 

クラウドファンディング 



【重点施策】コンサルティング力・グループ力の発揮による期待を超える価値の提供 

８．重点施策② 

グループ一体でお客様・地域の持続可能性向上に貢献 
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事業戦略 

営業店 

SDGsコンサルティング 
経営品質コンサルティング 
事業承継・M&A 
ICTコンサルティング 
人事・教育コンサルティング 
人材紹介・副業・兼業紹介 

当行グループ 

本部 

グループ会社 

肥銀リース 
ＪＲ九州 
ＦＧリース 

肥銀コンピュー
タサービス 

肥銀ビジネス 
教育 

サスティナビリティリンクローン 
SDGs推進ローン・私募債 

金融 

肥銀オフィス 
ビジネス 

肥銀ビジネス
サポート 

肥銀キャピタル 

肥銀カード 

非金融 

お客様 

お
客
様
の
企
業
価
値
向
上 

地
域
の
持
続
可
能
性
向
上 

セ
グ
メ
ン
ト 

中核法人 

主要法人 

一般法人 

サスティナビリティ 
リンクローン 

SDGs私募債 

SDGs推進ローン 

  働き方改革推進（DX） 
  健康経営の取り組み 
  CS・ES向上 
  社会貢献活動・CSV 
  業務効率化 
  社員教育 人材確保 
 BCP 

経
営
課
題 



【重点施策】銀・証・信ワンストップ営業の深化 

９．重点施策③ 事業戦略 
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資産形成 
資産運用 
資産承継 

事業承継 
M&A 

資産運用 

法
人 

中核法人 
主要法人 

純預金先 

個
人 

支店長 

法人 
コンサル 

ティング室 

個社管理 

個社別方針書 

富裕層 

準富裕層 

職域先 

住宅ローン先 

一般法人 

公
共 

地公体 

SRM 

RM 

支店長 

FA 

 
RM 

 

非対面 

支店長 

個人 
コンサル 

ティング室 

個人総合 
コンサルティング 

プラザ 

公務室 
地方創生室 

CTS・TTS 

要項・金取・採算 
入出金動態・商流 

 
 

一般個人 

職域 
専担者 

営
業
活
動
日
報
・
Ｍ
Ａ
Ｓ
に
よ
る
５
Ｗ
１
Ｈ
管
理 

職域専用 
サイト 

コ
ン
タ
ク
ト
セ
ン
タ
ー
（
ヘ
ル
プ
デ
ス
ク
） 

九
州
Ｆ
Ｇ
証
券
・
グ
ル
ー
プ
会
社 

銀 信 証 

銀 

法人オーナー 

外郭団体 

SRM 

産業振興 
ICT化 

・事業承継・M&Aコンサル
ティング人材育成 

・法人・オーナーに対する 
預り資産営業態勢強化 

・証券・信託専門人材育成 

・富裕層向けライフプラン 
 コンサルティング 

・高齢者向け生活・終活 
支援サービス開発 

・個人総合コンサルティング 
 プラザ拠点充実 
・再開発エリア・福岡地区強化 

・業務受託・ICT化支援 

・企業版ふるさと納税 

・個人取引のデジタル化 

・インバウンド品質向上 

世帯管理 

取引経緯表 

CRM 

 

取引方針 
属性情報 
家系図 

取引新密度 
ライフプラン 

 

地域別管理 

取引方針書 

銀 信 証 

重点項目 



【重点施策】事業領域拡大による提供価値の多様化 

多角化 
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10．重点施策④ 

21年度 22・23年度 10年後 

地域価値共創を実現する 
新事業会社 

地
域
振
興
（
非
金
融
） 

金
融 

地域商社 など 

ICT・デジタル 

デジタルバンク 

私募リート 
アセットマネジメント など 

データ販売・広告 

人材派遣 
人事コンサルティング 

外部事務受託 

事業化 収益の柱 お客様・地域との共通価値創造 

地域デジタル 
プラットフォーム 

データレンディング 

デジタル地域通貨 

強固な財務体質の構築 収益構造の転換 

KPI:連単倍率1.1 連単倍率1.5 

事業戦略 



12．重点施策⑤・⑥ 

自律的に改革・創造し、 
進化し続ける組織 

多様な価値創造をリードする人材・組織づくり 

・職務記述書の運用定着・主体的行動の実践 
・ICATスキル・ＭＳ5活用レベル徹底向上 
・専門人材育成（コンサルティング、デジタル等） 
 ～育成計画に基づく外部派遣・研修、本部OJT 等 

・採用強化（優秀・専門人材確保） 
・支店長・役席のマネジメント力強化 
・ダイバーシティ・マネジメント 
 ～女性活躍、若手積極登用 

・標準スキル見直し 

・グループ会社を含む戦略・成長分野へのシフト 
・人材ポートフォリオの構築・管理 

経営戦略を踏まえた人員配置 

・健康経営推進 
・企業主導型保育園新設 

働き方改革の深化 
テレワーク定着 

・生産性向上 

働きがい・ 
主体的な貢献意欲向上 

・コース制度見直し 
 ～総合・一般職一本化、ジョブ型コース新設 

・成果・業績貢献重視の評価基準 
 ～賞与支給体系見直し（査定枠拡大等） 

挑戦・成長を促す人事諸制度改定 

定時終業 
態勢確立 

ニューノーマル 
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KPI:従業員満足度70％ 
     

人材戦略 

【重点施策】主体的に学習・挑戦・成長する人づくり  自律的に改革・創造し、進化し続ける組織づくり 

健康で安心して働ける環境づくり 



【重点施策】資源配分の最適化・連結収益拡大 

13．重点施策⑦ 

 コンサルティングの徹底強化・多様化 
 DX:利便性向上、接点拡充 

資源配分の最適化 

 RAF:主要産業・成長産業（農業・観光・ 
      ヘルスケア・テクノロジー等）への 
      積極的なリスクテイク 
 成長・戦略分野への人員シフト 
 DX等への積極的な投資 

事業ポートフォリオ管理 

構造改革 

 店舗再編・本部組織再編 
   - 店舗機能・運営等の見直し 
   - 新設:コンサルティング営業部、デジタルマーケティング部 
    九州ＦＧ統合:監査部 

 監査等委員会設置会社への移行 
  -  体制変更・権限改定 

 グループ会社の融合 

お客様・地域の課題を起点とした価値共創の深化 

連結収益拡大 

 グループ会社:多種多様な価値提供 
 事業領域拡大:新たな価値創造 

収益構造改革 
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貸出収益増強、市場運用多様化に加え、 

役務収益、グループ会社・新事業収益を飛躍的拡大 

 日銀基準OHR（連結）: 
            ▲4.0％［達成］ 

ガバナンス戦略 



【重点施策】経営品質向上・卓越した地域価値共創組織への進化 

14．重点施策⑧ 

TCFD 
シナリオ分析 

再生可能エネルギーへの切換 
国際的イニシアチブ署名 

PRB 
インパクト分析、第三者認証 

ポジティブ・ネガティブインパクト 
目標設定、排出権取引 等 

情報開示充実・IR活動強化 
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グループ一体運営 

サスティナビリティリンクローン 
SDGs私募債 

ESG株式投資 等 

SDGs・ 
ESG関連 
投融資 

ガバナンス戦略 

社会的な課題解決に貢献する 
企業活動の発展的取組み 

■KPI：AA-（700点） 
 レベル～より高い独自の取組みを継続的に創造 
      自律的な相互連携が常態化 

・ ブロックアセスメントによる独自価値の創出 
 ‐ 顧客価値を高める革新的取組み 
 ‐ ブロック経営品質賞 
・ 苦情・お客様の声、提案・要望、CS調査を 
  活用した迅速な改善・革新 
・ アセッサー会議等での課題把握、好事例展開 

現場を中心とした徹底的な経営品質向上 

高い価値を創造するための理解浸透の徹底 

・ 認定セルフアセッサー取得 
 支店長、部長、グループ長全員 
・ 行員層への経営品質研修、理解度テスト 

価値創造プロセスの深化 



15．重点施策⑨ 

15 
CX：カスタマーエクスペリエンス UX：ユーザーエクスペリエンス 

趣味/嗜好 

非対面インフラの拡充 
（来店・接触不要） 

 - Big Advance 
 - スマートフォンアプリ、SNS  
 - コンタクトセンター、TV相談窓口 
 - AIチャットボット 

取引状況・行動・趣味・嗜好デー
タ、AI分析を活用したデジタル
マーケティング推進 

デジタルとリアルチャネルの連携に
よる取引拡大 

デジタルチャネル ⇒ CX向上 行動 

属性 銀行取引 

外部データ 

一人ひとりのお客様に最適なレコメンド 

収集 AI分析 抽出 

高度なUXの提供 
⇒取引拡大 

WEB・HP Eメール SNS スマホアプリ 

営業店 コンタクトセンター 

 くまモンのICカード事業収益化 
（利用拡大、機能追加、IT販売） 

地公体へのQRコードによる 
デジタル地域通貨/振興券導入 

決済データ等販売 

肥後銀行版地域通貨アプリ 

地域A（例:●●市） 

チャージ 

電子マネー 
 送金 

ポイント 後払い 

友達紹介 Payどん 
送金 

連携 

TV相談窓口 

決済データの地域還元・収益化 

One to Oneマーケティング 非対面チャネル拡充 地域デジタルプラットフォーム構築 

複数の地域マネーを提供 

連携 

デ
ジ
タ
ル 

リ
ア
ル 

デジタル戦略 

【重点施策】顧客利便性・提供価値向上、顧客接点拡充 



16．重点施策⑩ デジタル戦略 

店頭タブレット 

現金セルフ機 

 スムーズな手続き 
 待ち時間短縮 
 オペレス・バックレス 
 ペーパーレス 
 印鑑レス 

フルバンキング店舗と 
機能特化店へ分化 

店頭を相談チャネルに
転換 

通帳アプリ 

事務人員の配置転換、受託業務拡大 

 電子印鑑拡大、RPA対象拡大 

 事務センター業務の大幅見直し 
 - RPA、AI-OCR 
 ‐ システム統合による業務削減・効率化 

 AI分析、動画・音声テキスト化 

機能向上、セルフ取引拡充 統合基盤構築・ワークスタイルのデジタル化 

 データベースの統合・高度化 
 API統合基盤構築 

 テレワーク業務開発・整備 
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お客様・現場の声に基づく迅速な改善 

 電子契約書導入 

【重点施策】抜本的なプロセス改革による品質向上 



17．ＫＰＩ① 

2023年度 

地域への貢献度 熊本県GDP 5.6兆円 

お客様の満足度 
お客様満足度（個人） 85％ 

お客様満足度（法人） 85％ 

社員の幸福度 従業員満足度 70% 

業績 
 

コア業務純益 171億円 

顧客向けサービス業務利益 82億円 

連結当期純利益 138億円 

連単倍率（当期純利益） 1.105 

役務利益比率 15.2％ 

OHR 65.7％ 

株主資本ROE 4.1% 

自己資本比率 10.10％ 
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18．ＫＰＩ② 

2023年度 

貸出金平残 40,903億円 

総預金平残（NCD含む） 50,005億円 

役務利益 80億円 

経費 355億円 

投信解約益を除くコア業務純益 171億円 

当期純利益 125億円 

ROA（当期純利益） 0.18％ 

日銀基準OHR（連結） 52.7％ 

総預金県内シェア 35.8％ 

総貸出金県内シェア 50.0％ 

経営品質セルフアセスメント評価 700点 ＡＡ- 
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以 上 

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。 
こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。 
将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。 

本件に関するお問い合わせ先 
 肥後銀行 経営企画部 経営企画グループ  
 TEL 096-326-8603 


